
 
 

 

第166期定時株主総会招集ご通知に際しての 
インターネット開示事項 

 

連 結 注 記 表 

個 別 注 記 表 
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで） 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
当社は、第166期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表および

個別注記表につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、 

当社ホームページ（http://www.morinaga.co.jp/company/ir_news.html）に掲載することに

より株主の皆さまに提供しております。 
 

  



（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
　 　　連結子会社連 結 子 会 社 の 数 17社 (主要会社名 森永スナック食品㈱) 

　 　　非連結子会社非 連 結 子 会 社 の 数 　３社 (主要会社名 森永アメリカフーズ㈱)
 　 当連結会計年度より、新たに設立した森永キノインドネシア㈱（平成25年10月22日設立）を連結の範囲に含
　めております。
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
　 　　非連結子会社非 連 結 子 会 社 の 数 　３社 (主要会社名　森永アメリカフーズ㈱)

　当連結会計年度より、新たに設立した森永バイオサイエンス（タイランド）㈱、森永アメリカフーズ㈱を持分
法適用の範囲に含めております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
    連結子会社の決算日については、㈱アントステラは２月28日、台湾森永製菓股份有限公司、上海森永食品有
　限公司、森永食品（浙江）有限公司、米国森永製菓㈱、森永キノインドネシア㈱は12月31日であり、その他の
　連結子会社は３月31日であります。
　　連結計算書類作成にあたっては、当該会社の決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との
　間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整をすることとしております。

４．会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
    ①有価証券
　    その他有価証券
        時価のあるもの･･･連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

　  し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
        時価のないもの･･･移動平均法による原価法
    ②デリバティブ
　　　　時価法
    ③主たるたな卸資産
      商品及び製品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
        を採用しております。
      仕   掛   品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
        を採用しております。
      原材料及び貯蔵品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
        を採用しております。

　連　 結 　注 　記 　表  



(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　  ①有形固定資産（リース資産を除く）
　　    当社及び国内連結子会社は、建物を除く有形固定資産は定率法、建物については定額法を採用しており
      ます。在外連結子会社は、定額法によっております。
　　　  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 10 年  ～ 50 年
機 械 装 置 9 年  ～ 12 年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法を採用しております。
　　③リース資産
        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
      　　なお、取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引であり、かつリース物件の所有権が借主に移
      　転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
　　　　準じた会計処理によっております。

(3)重要な引当金の計上基準
　  ①貸倒引当金　
      　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
      債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　  ②賞与引当金　
      　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計
　　　上しております。
　  ③役員退職慰労引当金　
　　　　当社は、役員退職慰労金の支給に充てるため、支給内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお
　　　ります。
　　　　なお、当社は平成15年6月に役員退職慰労金支給規則を改定しており、平成15年7月以降対応分について
      は引当計上を行っておりません。　　

(4)退職給付に係る会計処理の方法
　  ①退職給付見込額の期間帰属方法
      　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
      ては、期間定額基準によっております。
　  ②数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法
　　　　会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。
      　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法によ
　　　り費用処理しております。
      　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（
　　　キャッシュバランス型年金制度、退職一時金制度共13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
　　　の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(5)のれんの償却方法及び償却期間
   　のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、20年以内の合理的な年数で均等償却
　 　（僅少な場合には一括償却）しております。



(6)その他連結計算書類作成のための重要な事項
   　消費税等の会計処理　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更）
（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）
　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい
　う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以
　下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及
　び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を
　退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び未認識
　会計基準変更時差異を退職給付に係る負債に計上いたしました。なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超
　過している場合は、退職給付に係る資産に計上しております。
　　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当
　連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加
　減しております。
　　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が1,433百万円、退職給付に係る負債が6,513百
　万円計上されるとともに、その他の包括利益累計額が819百万円減少しております。
　　なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。



（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産
担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 698 百万円
上記に対する債務

流 動 負 債 の 「 そ の 他 」
( 従 業 員 預 り 金 ) 315 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額
建 物 及 び 構 築 物 33,664 百万円
機械装置及び運搬具 64,571 百万円
リ ー ス 資 産 799 百万円
そ の 他 2,869 百万円

計 101,904 百万円

３．保証債務

従 業 員
（ 住 宅 融 資 ）

14 百万円



（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
　普通株式 270,948,848 株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　平成26年6月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定であります。

1,562 百万円
6.00 円

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 230円26銭
（注） 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱い
　　　　に従っております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、3円15銭減少しております。

２．１株当たり当期純利益 31円07銭

平成26年3月31日
平成26年6月30日

(ア)配当金の総額・・・・・・・・
(イ)１株当たり配当額・・・・・・
(ウ)基準日・・・・・・・・・・・
(エ)効力発生日・・・・・・・・・



デリバティブ取引の相手方は格付けの高い銀行に限られており、取引相手方の債務不履行による損失の発生は想定し
ておりません。

当社グループは、必要に応じ、短期資金は銀行借入等により、長期資金は社債発行等や銀行借入により調達する方針
であります。一時的な余資の運用は、安全性の高い金融資産にて行います。デリバティブは、借入金の金利変動リスク
や製品及び原材料の輸出入等による為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式で
あり、定期的に把握された時価が経理部担当取締役に報告されております。

（金融商品に関する注記）
 １．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、内規に従

い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制となっており
ます。

デリバティブ取引については、経理部長が主管となり、取引の内容に応じ「社内規定」に定められた手続きに基づい
て決定しております。その決定された取引の執行及び管理は各関連部門で行われ、常にデリバティブ取引の残高状況、
評価損益状況を把握し、随時経理部長に報告されます。経理部長は必要と認められる場合に随時ポジション状況等を経
理部担当取締役に報告します。

　また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替変動リスクに晒されておりますが、当社グループでは、
為替予約を利用しており、決済時におけるリスクをヘッジしております。
　有利子負債のうち、短期借入金及び社債は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資
金調達です。



資産

       これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。
（3）投資有価証券

 (4) デリバティブ取引
　     取引先金融機関から提示された価格によっております。

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

58,088 △292 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
     ております。

　(*1)１年以内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

－  

　負債計 58,380

(6)受入敷金保証金 6,437

(4)社債

6,096

－  

差額

18,172 18,172

17,151

－  

－  17,151

－  

－  

　  　その他有価証券
12,864

15,873 △1 (5)長期借入金(*1)

－  

51 10,000

8,590

10,051

327

15,871

(2)短期借入金(*1)

△341 

327

4,765

(単位　百万円)

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

70 －  

(1)支払手形及び買掛金

8,590(3)未払金

4,765

連結貸借対照表
計上額

時価

(1)現金及び預金

 ２．金融商品の時価等に関する事項

　資産計 35,872 35,872

(4)デリバティブ取引 70

(2)受取手形及び売掛金

(3)投資有価証券
12,864



負債

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ
       く金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

　当社グループは、東京都その他の地域において、賃貸用商業施設等(土地を含む)を有しております。

 ２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位　百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

6,159 17,064 

（賃貸等不動産に関する注記）
 １．賃貸等不動産の状況に関する事項

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 5,282百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
        を見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証
　　　　券　その他有価証券」には含めておりません。

（4）社債
       当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

　　   長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率
     で割り引いて算定する方法によっております。

　　   主としてゴルフ会員権について、リスクフリーレートで割引計算しております。
（6）受入敷金保証金

（5）長期借入金

　　   時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金



（税効果会計に関する注記）

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（１）流動資産

繰延税金資産
未払費用（販売促進費） 836百万円
賞与引当金 604百万円
その他 356百万円
　小計 1,797百万円
評価性引当額 △11百万円
繰延税金資産合計 1,786百万円

（２）固定資産
繰延税金資産

退職給付に係る負債 389百万円
繰越欠損金 545百万円
その他 77百万円
　小計 1,012百万円
評価性引当額 △228百万円
繰延税金資産合計 784百万円

（３）流動負債
繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △25百万円
繰延税金負債合計 △25百万円

(控除される繰延税金資産)
賞与引当金 14百万円
未払費用(経費) 3百万円
その他 5百万円
　小計 23百万円
評価性引当額 -                  
繰延税金資産合計 23百万円
繰延税金負債の純額 △2百万円



（４）固定負債
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △5,600百万円
特別償却準備金 △137百万円
その他有価証券評価差額金 △2,102百万円
その他 △1,114百万円
繰延税金負債合計 △8,954百万円
(控除される繰延税金資産)
退職給付に係る負債 2,057百万円
退職給付信託設定額 795百万円
減損損失(土地) 1,157百万円
ソフトウェア開発費 76百万円
未実現固定資産売却益 507百万円
その他 872百万円
　小計 5,467百万円
評価性引当額 △1,612百万円
繰延税金資産合計 3,854百万円
繰延税金負債の純額 △5,099百万円

 ２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公
　布され、平成26年４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されない
  こととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算
　に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ
　る一時差異について、前連結会計年度の37.0％から34.6％に変更されております。
　　その結果、繰延税金資産及び繰延税金負債の金額がそれぞれ130百万円及び23百万円減少
　し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額の金額が108百万円増加しております。
　



（退職給付会計に関する注記）
１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社（一部を除く）は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しておりま
　す。また、当社は確定給付企業年金制度として市場金利連動型のキャッシュ・バランス・プランを導入しております。
　　確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信
　託を設定した結果、積立型制度となっているものがあります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支
　給しております。
　　なお、連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度
　（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

退職給付債務の期首残高 13,718 百万円
勤務費用 776 百万円
利息費用 274 百万円
数理計算上の差異の発生額 △11 百万円
退職給付の支払額 △2,310 百万円

退職給付債務の期末残高 12,446 百万円

　（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）
年金資産の期首残高 7,657 百万円

期待運用収益 153 百万円
数理計算上の差異の発生額 479 百万円
事業主からの拠出額 1,466 百万円
退職給付の支払額 △1,211 百万円

年金資産の期末残高 8,544 百万円

　（３）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
退職給付に係る負債の期首残高 1,191 百万円

退職給付費用 128 百万円
退職給付の支払額 △141 百万円

退職給付に係る負債の期末残高 1,178 百万円

　（４）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 12,446 百万円
年金資産 △8,544 百万円

3,901 百万円
非積立型制度の退職給付債務 1,178 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,080 百万円

退職給付に係る負債 6,513 百万円
退職給付に係る資産 △1,433 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,080 百万円
（注）簡便法を適用した制度を含みます。



　（５）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 776 百万円
利息費用 274 百万円
期待運用収益 △153 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 465 百万円
過去勤務費用の費用処理額 △75 百万円
会計基準変更時差異の費用処理額 50 百万円
簡便法で計算した退職給付費用 128 百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 1,466 百万円

　（６）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次の通りであります。

未認識会計基準変更時差異 50 百万円
未認識過去勤務費用 △526 百万円
未認識数理計算上の差異 1,728 百万円
合計 1,252 百万円

　（７）年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
国内債券 35.7%
国内株式 8.0%
外国債券 2.8%
外国株式 8.1%
保険資産（一般勘定） 31.2%
その他 14.2%
合計 100.0%
（注）年金資産合計には、退職給付信託が30.1%含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産
からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　（８）数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 2.0%
長期期待運用収益率 2.0%



（重要な後発事象に関する注記）
　　該当事項はありません。

（その他の注記）
　　該当事項はありません。



  １．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・・・・・

時価のあるもの ・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

時価のないもの ・・・・・
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

・・・・・ （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・・・・・ （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・・・・・ （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　
  ２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
　　建物を除く有形固定資産は定率法、建物については定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物15年～50年、構築物10年～
　40年、機械装置9年～12年であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。

(3) リース資産
  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　  　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　　　なお、取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引であり、かつリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
　　ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  ３．引当金の計上基準
(1) ・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(2) ・・・・・関係会社への投資について実質価値の低下による損失に備えるため、当該会社の実質価値の低下の程

度並びに将来の回復見込等を検討してその所要額を計上しております。
(3) ・・・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上

しております。
(4) ・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
　いては、期間定額基準によっております。
②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額　
　法により費用処理しております。
　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　（キャッシュバランス型年金制度、退職一時金制度共13年）による定額法により按分した額をそれ
　ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

退 職 給 付 引 当 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 総 平 均 法 に よ る 原 価 法

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

製 品 総 平 均 法 に よ る 原 価 法
仕 掛 品 総 平 均 法 に よ る 原 価 法

 個　　別　　注　　記　　表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券

移動平均法による原価法



(5) ・・・・・役員退職慰労金の支給に充てるため、当社支給内規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。
なお、平成15年6月に役員退職慰労金支給規則を改定しており、平成15年7月以降対応分については引

　　　　　　　　　　　　　　　　 当計上を行っておりません。

  ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) ・・・・・退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結貸借対照表に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
(2) ・・・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

消 費 税 等 の 会 計 処 理

退職給付に係る会計処理



     1. 担保資産
　担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 698 百万円
　上記に対する債務

従 業 員 預 り 金 315 百万円

     2. 有形固定資産の減価償却累計額
建 物 25,023 百万円
構 築 物 4,102 百万円
機 械 及 び 装 置 50,954 百万円
車 両 運 搬 具 147 百万円
工具、器具及び備品 2,267 百万円
リ ー ス 資 産 698 百万円

計 83,194 百万円

     3. 保証債務等
保 証 債 務

従 業 員 ( 住 宅 融 資 ) 14 百万円
森永食品(浙江)有限公司 161 百万円
米 国 森 永 製 菓 ㈱ 298 百万円
㈱ 森 永 フ ァ イ ナ ン ス 120 百万円

計 594 百万円

     4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 1,759 百万円

長 期 金 銭 債 権 400 百万円

短 期 金 銭 債 務 4,409 百万円

長 期 金 銭 債 務 8 百万円

（貸借対照表に関する注記）



関係会社との取引高

　営業取引による取引高

1,427 百万円

28,351 百万円

　営業取引以外の取引高 6 百万円

10,602,220 株

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（損益計算書に関する注記）

    売　　　 上　 　　高

当事業年度の末日における自己株式の数

    仕　　　 入　 　　高



1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  (1)流動資産
      繰延税金資産
        未払費用（販売促進費） 836 百万円
        未払事業税 101 百万円
        賞与引当金 455 百万円
        その他 180 百万円
        繰延税金資産合計 1,573 百万円

  (2)固定負債
      繰延税金負債
        固定資産圧縮積立金 △5,600 百万円
        特別償却準備金 △137 百万円
        その他有価証券評価差額金 △2,102 百万円
        その他 △1,114 百万円
        繰延税金負債合計 △8,954 百万円
      　(控除される繰延税金資産)
        退職給付引当金 1,641 百万円
        退職給付信託設定額 795 百万円
        減損損失(土地) 1,157 百万円
        関係会社株式評価損 1,510 百万円
        ソフトウェア開発費 76 百万円
        その他 896 百万円
　　　　　小計 6,077 百万円
　　　　評価性引当額 △3,129 百万円
        繰延税金資産合計 2,948 百万円
        繰延税金負債の純額 △6,005 百万円

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後
　に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰
　延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい
　て、前事業年度の37.0％から34.6％に変更されております。
　　その結果、繰延税金資産及び繰延税金負債の金額がそれぞれ109百万円及び23百万円減少し、当事業年度に計上された
　法人税等調整額の金額が85百万円増加しております。

（税効果会計に関する注記）



関係内容

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 森永剛太 － － 0.74% －  －  

一 般 財 団 法 人
森永エンゼル財
団との営業取引
以 外 の 取 引

7 －  －  

拠 出 金 の 支 出

(注)

議決権等の
所有

(被所有)
割合

（関連当事者との取引に関する注記）

役　員　等

     2.上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引の内容
取引金額
(百万円)

期末残高
(百万円)

種類

     3.一般財団法人森永エンゼル財団との取引はいわゆる第三者のための取引であります｡

氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

     1.取引条件及び取引条件の決定方針等
   　     (注)当社の取締役会決議に基づいて支出しております。

当社代表取
締役会長
一般財団法
人 森永エン
ゼル財団理

事長

科目



1． 当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 241 百万円

2． 当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 219 百万円

3． 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 23 百万円

1． １株当たり純資産額

2． １株当たり当期純利益

　　該当事項はありません。

　　該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

27円76銭     

230円85銭     

（その他の注記）




